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防衛力抜本的強化の
進捗と予算

令和７年度予算の概要



7つの重視分野 抜本的強化の進捗状況（一例）

スタンド・オフ
防衛能力

統合防空ミサイル
防衛能力

無人アセット
防衛能力

防衛力整備計画の進捗状況

○ 我が国の防衛上必要な機能・能力として、次の７つの分野を重視して、防衛力の抜本的強化を推進。
○ 事業の進捗管理を徹底し、概ね計画どおり進捗。
○ 令和７年度予算においても、計画期間内の防衛力抜本的強化実現のため、令和７年度中に着手すべき
事業を計上。
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・トマホークの取得１年前倒し(2026年度→2025年度)

・トマホーク運用のための海上自衛官等に対する要員養成教育を

実施(2024年3月～10月)

・島嶼防衛用高速滑空弾の事前発射試験実施(2024年4月)

・１２式地対艦誘導弾能力向上型(地発型)の配備１年前倒し(2026年度→2025年度)

・１２式地対艦誘導弾能力向上型の発射試験実施(2024年10～11月)

・イージス・システム搭載艦２隻の建造契約を締結(2024年8・9月)

・ＧＰＩの日米共同開発に係る開発コンセプトを決定(2024年9月)

※ GPI: Glide Phase Interceptor(滑空段階迎撃用誘導弾)

・２０２３年度中に合計１０機種の各種ＵＡＶの運用実証を実施

・各種無人アセットに関する研究開発を推進

・滞空型ＵＡＶの機種として「ＭＱ－９Ｂ（シーガーディアン）」

を選定(2024年11月)

イージス・システム搭載艦
（イメージ）

【研究開発】
長期運用型ＵＵＶ

（イメージ）

トマホーク
（イメージ） 島嶼防衛用高速滑空弾

12SSM能力向上型

滞空型ＵＡＶ



7つの重視分野 抜本的強化の進捗状況（一例）

領域横断作戦能力
（宇宙・サイバー・
陸海空領域）

指揮統制・情報関
連機能

機動展開能力・
国民保護

持続性・強靱性
（弾薬・維持整備・
施設の強靱化）

防衛省クラウド(仮称)
（イメージ）

・航空自衛隊第２宇宙システム管理隊(防府北)の新編(2024年3月)

・陸上自衛隊システム通信・サイバー学校(久里浜)に改編(2024年3月）

・陸上自衛隊第２特科団(湯布院)・第７地対艦ミサイル連隊(勝連)の

新改編(2024年3月）

・護衛艦「かが」Ｆ－３５Ｂ艦上運用試験を実施(2024年10～11月)

・次期初等練習機の機種として「Ｔ－６」及び地上教育器材を選定(2024年11月)

・Ｘバンド防衛通信衛星「きらめき３号」の打上げに成功(2024年11月)

・防衛省クラウド(仮称)への集約に向け、各自衛隊

クラウドに係るシステム設計・製造に着手

・能登半島地震にて被災された方の休憩所等としてＰＦＩ船舶を活用

・２０２４年度末に新編される自衛隊海上輸送群にて運用する
中型級船舶１隻、小型級船舶１隻の命名式・進水式を実施(2024年10・11月)

・自衛隊施設の集約・建て替え等に向けた「マスタープラン」を順次作成し、設計・工事等に着手

※ 駐屯地・基地等の全体を２８３地区に区分して、保有する建物やライフラインなどについて、現状の把握・評価を行い、施設の機能・重要度に

応じた構造強化、離隔距離確保のための再配置・集約化等を含んだ「マスタープラン」を作成。

・全国で１２施設における５７棟の火薬庫を新設することを決定(2024年12月時点)
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防衛力整備計画の進捗状況

小型級船舶
「にほんばれ」

Ｔ－６
(写真は同型機種)

きらめき３号の打上げ
【JAXAからの提供】

Ｆ－３５Ｂ艦上運用試験



令和7年度予算 ～基本的な考え方～
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※1 国家防衛戦略（令和4年12月16日 国家安全保障会議決定・閣議決定）

※2 防衛力整備計画（令和4年12月16日 国家安全保障会議決定・閣議決定）

※3 自衛官の処遇・勤務環境の改善及び新たな生涯設計の確立に関する関係閣僚会議

○ 我が国は戦後最も厳しく複雑な安全保障環境に直面しているという基本認識の下、国家防衛戦

略※1及び防衛力整備計画※2に基づき、整備計画期間内の防衛力抜本的強化実現に向け、3年

目となる令和7年度においても、引き続き必要かつ十分な予算を確保。

－ 歳出ベースは、整備計画期間中のこれまでの事業の進捗状況や予算の執行状況も踏まえ、予算

額を着実に増額し、整備計画対象経費として８兆４，７４８億円を計上。

－ 契約ベースは、5年目の令和9年度に向けて、令和7年度中に着手すべき事業を積み上げ、整備

計画対象経費として８兆４，３３２億円を計上。

(今年度までと合わせると、整備計画の実施に必要な契約額43.5兆円のうち既計上分は62％）

○ 衛星コンステレーションの構築等によるスタンド・オフ防衛能力の強化など、将来の防衛力の中核

となる分野を始めとする、7つの重点分野を推進。可動数向上、弾薬確保とともに、防衛施設の強

靱化への投資を引き続き重視。防衛生産・技術基盤の強化を推進。基地周辺対策を推進し、米

軍再編を着実に実施。

○ 特に、自衛官の現下の厳しい募集状況に鑑み、令和6年10月に設置された関係閣僚会議※3に

おいて取りまとめられた基本方針を踏まえ、人的基盤の強化に係る施策に迅速に取り組み、自衛

官であること、また、自衛官であったことの誇りと名誉を得ることができるような、令和の時代に相応しい

処遇を確立していく。

○ 15区分の配分額の中できめ細やかに進捗状況を管理。足下の物価高・円安の中、引き続き、

経費の精査と装備品の効率的な取得を一層推進。



66,001億円

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度

計画の実施に必要な防衛力整備の水準に係る金額（歳出ベース）【43兆円】

Ｒ5補正
4,962億円

（当初＋補正）
70,963億円

（当初）

新たに必要となる事業に係る契約額の進捗（契約ベース）【43.5兆円】

77, 249億円

89,525億円 93,625億円

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度

Ｒ5補正
1,297億円

84,748億円

8.9兆円

（当初＋補正）
90,823億円 （当初）

○ 歳出ベースは、事業の進捗状況や予算の執行状況も踏まえ、予算額を着実に増額

○ 契約ベースは、令和７年度中に着手すべき事業を積み上げ、令和７年度予算までで、防衛力整備計画

事業費（４３．５兆円）の６２％を措置

(注) 上記の整備計画対象経費のほか、ＳＡＣＯ関係経費、米軍再編関係経費のうち地元負担軽減分も計上

Ｒ6補正
4,961億円

（当初＋補正）
82,210億円

84,332億円

（当初＋補正）
94,691億円Ｒ6補正

1,066億円

令和7年度予算 ～整備計画対象経費の進捗～
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令和7年度予算 ～主な計数～

【歳出予算（三分類）】 （単位：億円）

(説明)
１．[ ]は、対前年度伸率（％）である。
２．計数については、四捨五入によっているので計と符合しないことがある。
３．「防衛関係費」の行の下段（ ）内は、SACO関係経費、米軍再編関係経費のうち地元負担軽減分を含んだものである。
４．「防衛関係費」は、防衛省が所管する経費に、防衛省のシステムに係るデジタル庁所管経費を含めたものである。

区 分

令 和 ６ 年 度

予 算 額

令 和 ７ 年 度

予 算 額

対前年度

増△減額

対前年度

増△減額

防衛関係費 ７７，２４９
（７９，４９６）

１１，２４８[１７．０]
（１１，２７７[１６．５]）

８４，７４８
（８７，００５）

７，４９８[９．７]
（７，５０８[９．４]）

人件・糧食費 ２２，２９０ ３２０ [１．５] ２３，５０８ １，２１８ [５．５]

物件費 ５４，９６０
（５７，２０６）

１０，９２７[２４．８]
（１０，９５７[２３．７]）

６１，２４０
（６３，４９７）

６，２８０[１１．４]
（６，２９０[１１．０]）

歳出化経費 ３７，９２８
（３９，４８０）

１２，７４５[５０．６]
（１２，９４９[４８．８]）

４３，１１９
（４４，５５３）

５，１９１[１３．７]
（５，０７３[１２．９]）

一般物件費 １７，０３２
（１７，７２７）

△１，８１８[△９．６]
（△１，９９２[△１０．１]）

１８，１２１
（１８，９４４）

１，０８９[６．４]
（１，２１７[６．９]）
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令和7年度予算 ～配分～

※ 計数については、四捨五入によっているので計と符合しないことがある。

○ 来年度も、今年度に引き続き、１５区分の配分額の中できめ細やかに進捗状況を管理

（契約ベース）

区 分 分 野 ５年間の総事業費 令和５年度事業費 令和６年度事業費 令和７年度事業費

スタンド・オフ防衛能力 約 ５兆円 １兆４，１３０億円 ７，１２７億円 ９，３９０億円

統合防空ミサイル防衛能力 約 ３兆円 ９，８２９億円 １兆２，２８４億円 ５，３３１億円

無人アセット防衛能力 約 １兆円 １，７９１億円 １，１４６億円 １，１１０億円

領域横断作戦能力

宇宙 約 １兆円 １，５２９億円 ９８４億円 ２，１１９億円

サイバー 約 １兆円 ２，３６３億円 ２，０２６億円 ２，６１５億円

車両・艦船・
航空機等

約 ６兆円 １兆１，７６３億円 １兆３，３９１億円 １兆１，３８５億円

指揮統制・情報関連機能 約 １兆円 ３，０５３億円 ４，２４８億円 ３，８５２億円

機動展開能力・国民保護 約 ２兆円 ２，３９６億円 ５，６５３億円 ４，５４５億円

持続性・強靱性

弾薬・誘導弾
約 ２兆円

（他分野も含め約５兆円）
２，１２４億円

（他分野も含め8,283億円）
４，０１５億円

（他分野も含め9,249億円）
２，８７６億円

（他分野も含め7,675億円）

装備品等の維持
整備費・可動確保

約 ９兆円
（他分野も含め約10兆円）

１兆７，９３０億円
（他分野も含め2兆355億円）

１兆９，０９４億円
（他分野も含め2兆3,367億円）

１兆７，６９６億円
（他分野も含め2兆2,247億円）

施設の強靱化 約 ４兆円 ４，７４０億円 ６，３１３億円 ６，９５３億円

防衛生産基盤の強化
約 ０．４兆円

（他分野も含め約１兆円）

９７２億円
（他分野も含め1,469億円）

８３０億円
（他分野も含め920億円）

９６４億円
（他分野も含め996億円）

研究開発
約 １兆円

（他分野も含め約3.5兆円）

２，３２０億円
（他分野も含め8,968億円）

２，２５７億円
（他分野も含め8,225億円）

２，１８９億円
（他分野も含め6,387億円）

基地対策 約 ２．６兆円 ５，１４９億円 ５，１３８億円 ５，３６１億円

教育訓練費、燃料費等 約 ４兆円 ９，４３７億円 ９，１１８億円 ７，９４５億円

合 計 約 ４３．５兆円 ８兆９，５２５億円 ９兆３，６２５億円 ８兆４，３３２億円
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令和7年度予算 ～重点ポイント～

◆ スタンド・オフ防衛能力

【各種スタンド・オフ・ミサイルの整備】
○ 前年度に引き続き、射程や速度、飛翔の態様、対処目標、発射

プラットフォームといった点で特徴が異なる様々なスタンド・

オフ・ミサイルの研究開発・量産・取得を実施
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例
令和５
年度

(2023)

令和６
年度

(2024)

令和７
年度

(2025)

令和８
年度

(2026)

令和９
年度

(2027)

１２ＳＳＭ
能力向上型

潜水艦発射型
誘導弾

新地対艦・地対地
精密誘導弾

島嶼防衛用
高速滑空弾

極超音速誘導弾

トマホーク

★量産着手

▼配備予定(地発型)

▼配備予定

◆製造態勢拡充

★量産着手(艦発型)

◆製造態勢拡充

□開発着手(～R9)

▼配備予定
(早期装備型)

★量産着手(地発型)

★量産着手(早期装備型)

□開発着手(能力向上型)(～R12)

□開発着手

□開発着手(～R13)

【衛星コンステレーションの構築】(２，８３２億円)
○ スタンド・オフ防衛能力に必要な目標の探知・追尾能力の獲得

のため、令和７年度末から衛星コンステレーションの構築を開始

(ＰＦＩ方式)

令和７年度
(2025)

令和８年度
(2026)

令和９年度
(2027)

令和１０年度～
(2028～)

公募

契約

・構築開始
（段階的に順次打ち上げ）

※令和７年度以降のスケジュールについては全て予定

衛星コンステレーション
(イメージ)

☛衛星コンステレーションとは・・・
一定の軌道上に多数の小型人工衛星を連携させて一体的に運用する

システムのこと。

◆ 領域横断作戦能力（宇宙領域）

【宇宙作戦団(仮称)の新編】
○ 航空宇宙自衛隊への改称も見据え、宇宙空間の監視や対処任務を

目的とする宇宙作戦団(仮称)を新編

【次期防衛通信衛星の整備】(１，２３８億円)
○ 現在運用中のＸバンド防衛通信衛星(きらめき２号)の後継機

として、通信能力等が向上された次期防衛通信衛星を整備

※令和７年度以降のスケジュールについては全て予定

☛ＰＦＩ(Private Finance Initiative)とは・・・
公共施設等の建設、維持管理、運営等を民間の資金、経営能力及び

技術的能力を活用して行う契約手法のこと。

・本格的運用開始

※令和７年度以降のスケジュールについては全て予定

注:金額は契約ベース。



令和7年度予算 ～重点ポイント～

◆ 機動展開能力・国民保護

◆ 防衛生産・技術基盤

【次期戦闘機の開発】(１，０８７億円)
○ 令和２年度から開始した次期戦闘機の開発は、日英伊３か国共同で設立したＧＩＧＯ(GCAP International Government

Organisation)を通じた開発に移行する計画
○ 令和７年度より、日英伊が３か国それぞれで実施していた機体及びエンジンの設計等の作業をＧＩＧＯの下に一元化し、

３か国で緊密に連携して実施
○ 次期戦闘機の開発と並行して、次期戦闘機に搭載する次期中距離空対空誘導弾を我が国で開発

【民間海上輸送力の活用】(４隻：３９６億円)
○ 島嶼部等へ必要な部隊等を確実に輸送するために、民間

船舶４隻(２隻から６隻体制へ)を確保
（ＰＦＩ方式）

【各種輸送船舶の取得】(３隻：２０３億円)
○ 島嶼部への海上輸送能力強化のため、中型級船舶・小型

級船舶・機動舟艇を１隻ずつ取得し、共同の部隊として新
編される自衛隊海上輸送群にて運用

※令和７年度以降のスケジュールについては全て予定 ※令和７年度以降のスケジュールについては全て予定

※令和７年度以降のスケジュールについては全て予定

8

注:金額は契約ベース。



令和7年度予算 ～人的基盤の抜本的強化に関する取組～
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◆ 自衛官の処遇・勤務環境の改善及び新たな生涯設計の確立

令和６年１０月に設置された「自衛官の処遇・勤務環境の改善及び新たな生涯設計の確立に関
する関係閣僚会議」において、高い頻度で活発な議論を行い、「自衛官の処遇・勤務環境の改善及び新た

な生涯設計の確立に関する基本方針」を取りまとめ、令和７年度予算に関連事業に係る4,097億円を計上

１ 自衛官の処遇改善 167億円
２ 生活・勤務環境の改善 3,878億円
３ 新たな生涯設計の確立 19億円
４ その他 32億円

9

１ 自衛官の処遇改善

＜新設＞

○ 航空管制官に支給する手当

○ 航空機整備員に支給する手当

○ 主要な野外演習等に従事する隊員に支給する手当 等

＜引上げ等＞
○ 航空手当の引上げ

(例：戦闘機パイロットの1尉：
月額3万2千円増の約28万9千円)

○ 災害派遣等手当
(日額540円増の2,160円)

○ 特殊作戦隊員手当等の支給範囲の拡大 等
(陸海空自衛隊のサイバー専門部隊等)

給与面の処遇改善：50億円

○ 不慣れな営舎内生活等に対する給付金(指定場所生活
調整金(仮称))の新設(6年間で総額120万円)

○ 自衛官任用一時金の引上げ
(現行より約12万円増の約34万円)

○ 進学支援給付金の拡充
(任期満了後、在学期間中に即応予備自に任官した
場合：現行より年額約24万5千円増の約53万6千円）

○ 自衛隊奨学生制度の更なる拡充
(学資金を年額31万2千円増の96万円に引上げ)

士の確保等：91億円

○ 予備自衛官に支給する手当等の引上げ
１任期あたり約41万円増の約68万円に引上げ

○ 即応予備自に支給する手当等の引上げ
１任期あたり約79～128万円増の約242～325万円

に引上げ
○ 予備自衛官等本人が事業主等である場合の支援 等

予備自衛官等の処遇改善：26億円 (手当等分のみ)

関係閣僚会議
(R6.10.25)

過去に例のない３０を超える手当等の新設・金額の引上げ等を実施

注:金額は契約ベース、ただし「自衛官の処遇改善」
「生活・勤務環境の改善」は手当の人件費を含む。

人勧なしＶｅｒ



２ 生活・勤務環境の改善

若い世代のライフスタイルに合った生活・勤務環境の
構築：3,491億円

○ 組織文化の改革

○ 営舎内居室の個室化等の推進

○ 庁舎・隊舎の改修や修繕、備品や日用品等の整備

○ 新型艦の居住区の魅力化や乗員待機所の拡充

○ 宿舎の改修や建替え・住宅設備の充実等による宿舎

環境の改善

○ 駐屯地・基地等における無線LAN環境の拡充

○ 主要艦艇における商用低軌道衛星通信網を活用した

通信環境の構築 等

仕事と育児・介護の両立及び女性活躍の推進：172億円

○ 託児事業の充実

○ 教育基盤や隊舎の女性用区画等の整備の推進

被服・糧食及び健康管理体制の充実：215億円

○ 被服等の整備・更新 ※予備自衛官等の被服を含む

○ 糧食の魅力化 等

３ 新たな生涯設計の確立 ４ その他

自衛官としての知識・技能・経験を活かした再就職先の
拡充等：19億円

○ 再就職に向けた職業訓練の充実

○ 再就職先拡充のための広報の強化

○ 就職援護情報ネットワークシステムの導入

自衛官等の採用推進のための広報・募集強化：32億円

○ SNSやターゲティング広告等の募集広報のデジタル

化・オンライン化の推進

○ 地方協力本部の体制充実

人的基盤の強化を担う室の設置

○ 防衛省人事教育局に人的基盤の強化を担う室を設置し、

省内における検討体制を充実

10

令和7年度予算 ～人的基盤の抜本的強化に関する取組～
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○ 主な項目 ○ 改善策の概要

１．自衛官等の生活・勤務環境の特殊性等に関する処遇改善策

任期制士の処遇改善
・自衛官候補生の２士任用時に支給する自衛官任用一時金の引上げ
・221,000円 → 344,000円

士（任期制士・非任期制士）の処遇改善
・不慣れな営舎内生活等の労苦を評価し、指定場所生活調整金(仮称)の新設
・最大で120万円（採用日から６年間、１年経過する毎に20万円支給)

予備自衛官等の処遇改善

・予備自衛官手当：年額48,000円 → 147,600円
・訓練招集手当（予備自衛官）：年５日間招集 年額40,500円 → 55,000円
・勤続報奨金（即応予備自衛官）：120,000円 → 215,000円（１任期３年）
・予備自衛官等本人が事業主等である場合の支援

転勤で長距離異動する自衛官の処遇改善
・作戦環境等順応手当（仮称）の新設

日額1,300円（異動日から３年間）
【一例】月20日勤務の場合 月額26,000円（1,300円×20日）（年額約31万円増）

２．自衛隊の任務の特殊性に関する処遇改善策

航空管制官の処遇改善
・航空管制官手当（仮称）の新設

【一例】航空交通管制業務を行う１尉：月額約32,000円（年額約39万円）

航空機を運用・整備する隊員の処遇改善

・航空機の乗員に支給する航空手当の引上げ
【一例】戦闘機パイロットの１尉：月額約257,000円 → 約289,000円（年額約39万円増）

・対領空侵犯措置等に対処する航空機の整備員の手当を新設
航空機整備作業等手当（仮称）：日額1,200円

野外演習に従事する隊員の処遇改善 ・野外演習手当（仮称）の新設：日額1,400円

災害現場等に派遣される隊員の処遇改善 ・災害派遣等手当の引上げ：日額1,620円 → 2,160円

サイバー専門の部隊等の隊員の処遇改善
・陸海空自衛隊のサイバー専門の部隊等にも特殊作戦隊員手当等を支給

【一例】１尉：月額約32,000円（年額約39万円増）

過酷な任務に従事する隊員の処遇改善

・特殊作戦群の隊員の特殊作戦隊員手当の引上げ
【一例】特殊作戦群の１尉：月額約159,000円 → 約209,000円（年額約60万円増）

・空挺団の隊員の落下傘隊員手当の引上げ
【一例】１尉：月額約97,000円 → 約106,000円（年額約11万円増）

・特別警備隊の隊員の特別警備隊員手当の引上げ
【一例】１尉：月額約159,000円 → 約209,000円（年額約60万円増）

１ 自衛官の処遇改善

令和7年度予算 ～人的基盤の抜本的強化に関する取組～
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・ 防衛大学校から米国士官学校への長期留学の実施(０．５億円)

・ 防衛省ハラスメント防止対策有識者会議の提言を受け各種教育機会等の充実(０．７億円)

・ 既存隊舎居室の個室化(パーテーションによる間仕切り等)の整備(１４億円)

・ 隊舎・庁舎等の整備(２，７７６億円）※女性活躍の推進分を含む

・ 備品や日用品の整備(１２８億円）

・ 新型ＦＦＭの居住区の魅力化(建造費に含む。)

・ 乗員待機所拡充など艦艇乗員の生活・勤務環境の改善に関する調査研究等(０．４億円)

・ 宿舎の老朽化対策、部隊新編・即応性確保のための宿舎整備等(５６２億円)

・ 駐屯地・基地等の厚生棟及び隊舎の共有区画における無線LAN環境の拡充(２億円)

・ 水上艦艇に業務用通信の補完として整備される商用低軌道衛星通信網を活用して、隊員と家族との連絡に

加え、インターネットの閲覧等を可能とする通信環境を構築するため、電子家庭通信装置を改修(２億円)

・ 庁内託児施設の維持・整備(１億円)、

緊急登庁支援(こどもの一時預かり)のための備品整備等(０．５億円）

・ 女性自衛官の教育・生活・勤務環境の基盤整備(１６４億円)

・ 制服、作業服などの被服等の整備(１８７億円) ※女性活躍の推進分を含む

・ 地産地消等による駐屯地等における献立の魅力化(２８億円)

若い世代のライフスタイルに合った生活・勤務環境の構築

仕事と育児・介護の両立及び女性活躍の推進

被服・糧食及び健康管理体制の充実

艦内での通信の様子

令和7年度予算 ～人的基盤の抜本的強化に関する取組～

２ 生活・勤務環境の改善
注:本文中の青字は新規事業を
表示している。
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・ ＩＴ分野(Java、Python、半導体)などの資格取得に関する訓練課目の追加による職業訓練機会の

充実(８億円)、ライフプラン教育に関する講座の追加による業務管理教育の充実(２億円)

・ 援護広報の強化(２億円)

自衛官のキャリアパス及び自衛官が培った知識・技能・経験をアピールする動画を作成

・ 自衛隊援護協会による再就職支援の強化(８億円)

就職援護情報ネットワークシステムをWeb化し、再就職支援の利便性と効率性を向上

自衛官としての知識・技能・経験を活かした再就職先の拡充等

業務管理教育
(イメージ)

・ 地方協力本部の体制強化(１８億円)

募集に効果的な立地への地方協力本部の募集

事務所の移転、サテライトブースの設置、試験

業務の部外委託

・ 募集広報等のデジタル化・オンライン化(１４億円)

広報動画の作成やバナー等のＷＥＢ広告の拡充

・ 全体的な方策を継続的に検討する体制を

充実させるため、人事教育局に人的基盤強

化企画室(仮称)を新設

自衛官等の採用推進のための広報・募集強化 人的基盤の強化を担う室の設置

動画・バナー広告のイメージ

令和7年度予算 ～人的基盤の抜本的強化に関する取組～

３ 新たな生涯設計の確立

４ その他

注:本文中の青字は新規事業を
表示している。
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○ 駐屯地等警備のリモート監視システム(１７６億円)
最先端の民生技術を活用した警備システムの運用に

向けて、約４０コ駐屯地等にて導入検証を実施
➡将来的に全国の駐屯地等にて約１，０００人/日の

省人化を目指す。

○ 補給倉庫の自動化(４３億円)
沖縄訓練場の敷地内に新編予定の補給処支処に最先端

の民生技術を活用した自動化倉庫を導入

○ ＡＩを活用した補給品の需要予測機能の整備(１９億円)
補給業務の効率化、迅速化のため、補給品の需要予測に

ＡＩを活用

○ 新型ＦＦＭの建造(３隻：３，１４８億円)
➡従来の汎用護衛艦の定員は約２００人であるが、

新型ＦＦＭの定員は船体のコンパクト化などにより
約９０人となる。

○ 無人アセットの取得
・ 滞空型ＵＡＶの取得(４１５億円)

洋上における情報収集・警戒監視を強化
するために取得

➡「ＭＱ－９Ｂ(シーガーディアン)」を選定

○ 陸上自衛隊補給処でのレーダ関連器材の整備に係る部外委託の検証(２億円)

○ 哨戒艦の教育カリキュラム及び教材作成等の部外委託(２億円)

ＡＩ等を活用した省人化・無人化による部隊の高度化

ＯＢや民間などの部外力の活用

駐屯地等警備のリモート監視システム（イメージ）

補給倉庫の自動化（イメージ）

滞空型ＵＡＶ

注:金額は契約ベース。



スタンド・オフ防衛能力 約９，３９０億円(他分野を除くと約９，３９０億円)

➢ 東西南北、それぞれ約3,000キロに及ぶ我が国領域を守り抜くため、島嶼部を含む我が国に侵攻してくる
艦艇や上陸部隊等に対し、対空ミサイル等の脅威圏の外から対処するスタンド・オフ防衛能力を抜本的に強化。

国産スタンド・オフ・ミサイル関連
○ １２式地対艦誘導弾能力向上型(地発型)の地上装置等の取得(２式：１６９億円)

○ １２式地対艦誘導弾能力向上型(艦発型)の取得(１６８億円)

○ 潜水艦発射型誘導弾の取得(３０億円)

○ 島嶼防衛用高速滑空弾の取得(２９３億円)

○ 極超音速誘導弾の製造態勢の拡充等(２，３９１億円)
極超音速(音速の5倍以上)の速度域で飛行することにより、迎撃を困難にする

誘導弾等の生産準備、製造態勢の拡充等を推進

外国製スタンド・オフ・ミサイル関連
○ ＪＳＭ(１５９億円)、ＪＡＳＳＭ(２８億円)の取得

※ ＪＳＭ: Joint Strike Missile(Ｆ－３５Ａに搭載)
ＪＡＳＳＭ: Joint Air-to-Surface Stand-Off Missile(Ｆ－１５能力向上機に搭載)

○ トマホーク発射機能の艦艇への付加(１８億円)

目標情報収集等に関する取組
○ 衛星コンステレーションの構築 (２，８３２億円)【再掲】

ＪＡＳＳＭ(イメージ)

１２式地対艦誘導弾能力向上型
(イメージ)

極超音速誘導弾
(イメージ)

衛星コンステレーションによる
画像の取得(イメージ)

トマホークの発射
(イメージ)

島嶼防衛用高速滑空弾
(イメージ)

ＪＳＭ(イメージ)

注1:本文中の青字は新規事業を表示している。
注2:金額は契約ベース。

15

令和7年度予算 ～主な事業～



統合防空ミサイル防衛能力 約５，３３１億円(他分野を除くと約５，３３１億円)

➢ 各種ミサイルや航空機等の多様化・複雑化・高度化する経空脅威に適切に対処することが重要。
➢ 探知・追尾能力の向上や、ネットワーク化による効率的対処の実現、迎撃能力の強化が必要。

迎撃アセットの強化
○ イージス・システム搭載艦の整備に伴う関連経費(８６５億円)

実射試験を含む各種試験の準備等に係る経費を計上

○ 各種迎撃用誘導弾の整備
ＳＭ－３ブロックⅡＡ、ＳＭ－６、ＰＡＣ－３ＭＳＥミサイル、

０３式中距離地対空誘導弾(改善型)

センサー・ネットワーク等の強化
○ 移動式警戒管制レーダー(ＴＰＳ－１０２)の取得 (７９億円)

太平洋島嶼部における警戒監視体制を構築するため、遠隔操作機能を
有する移動式警戒管制レーダーを北大東島へ配備

○ ＦＣネットワークの整備(８億円)
高度化する経空脅威に対処するため、水上艦艇の間でリアルタイムの

情報共有を可能とする、ＦＣネットワークを整備
※ ＦＣ：Fire Control(火器管制)

ＦＣネットワーク(イメージ)

ＳＭ－３ブロックⅡＡ
(イメージ)

北大東島への移動式警戒管制レーダー配備

イージス・システム搭載艦
(イメージ)
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無人アセット防衛能力 約１，１１０億円(他分野を除くと約１，１１０億円)

➢ 従来有人アセットが担っていた業務の効率化や、無人アセットの導入により新たに可能となる形態のオペ
レーションに無人アセットを活用することで、人的損耗を局限しつつ、陸上・水上・水中・空中における非
対称的な優勢を確保。

○ 滞空型ＵＡＶ「ＭＱ－９Ｂ(シーガーディアン)」の取得(４１５億円)【再掲】
※機体２機、地上操縦装置の調達経費及びその他の関連経費を計上

○ 艦載型ＵＡＶ(小型)の取得(６機：４０億円)
水上艦艇の警戒監視・情報収集能力を向上させるため、小型の艦載型ＵＡＶ(小型)を

取得

○ ＵＡＶ(中域用)機能向上型の取得(２式：４２億円)
現有のＵＡＶ(中域用)に合成開口レーダを搭載することで夜間や悪天候による

視界不良時においても鮮明に目標の撮影が可能となる機能向上型を取得

○ ＵＡＶ(狭域用)等の取得
空中からの情報収集による指揮官の状況判断、火力発揮等に寄与する

ＵＡＶ(狭域用)等を取得
・ ＵＡＶ(狭域用)(１７３式：４７億円)
・ ＵＡＶ(狭域用)汎用型(３８３式：１１億円)

○ 小型攻撃用ＵＡＶの取得(３２億円)
空中を遊弋して車両等を迅速に撃破可能な小型攻撃用ＵＡＶを取得

ＵＡＶ(中域用)機能向上型

ＵＡＶ(狭域用)
(イメージ）
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領域横断作戦能力

➢ 陸海空領域に加え、宇宙(衛星の活用による情報収集機能の強化等)、サイバー(セキュリティ対策の強化等)、
電磁波(電子戦能力の強化等)などの組合せにより非対称的な優勢を確保していくため、抜本的な強化が必要。

【宇宙領域における能力強化】 約５，４０３億円(他分野を除くと約２，１１９億円)

➢ 宇宙領域は今や国民生活及び安全保障の基盤であり、宇宙利用の優位を確保することは、我が国にとって
極めて重要。このため、宇宙領域を活用した情報収集等の能力を含む宇宙作戦能力の強化が必要。

○ 多国間の衛星通信帯域共有枠組み(ＰＡＴＳ)対応器材等の整備(２２億円)
ＰＡＴＳへの参加に合わせ、これに接続可能かつ次期防衛通信衛星に対応した衛星通信器材を整備
※ ＰＡＴＳ：Protected Anti-Jam Tactical SATCOM

○ 次期防衛通信衛星の整備(１，２３８億円)【再掲】

○ 商用低軌道衛星通信器材等の整備(６億円)
所要の衛星通信帯域を確保するため、水上艦艇において業務用通信の補完と

して利用する商用低軌道衛星通信に必要な器材等の装備及び利用
※ 令和６年度は練習艦２隻を含む１６隻、令和７年度は４７隻に必要な

経費を計上し、令和１０年度までに主要艦艇への搭載を完了させる見込み。

○ 衛星コンステレーションの構築(２，８３２億円)【再掲】

艦艇への商用低軌道衛星通信器材搭載
(イメージ)

衛星コンステレーションによる
画像の取得(イメージ)
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【サイバー領域における能力強化】 約２，９２７億円(他分野を除くと約２，６１５億円)

➢ 高度化・巧妙化するサイバー攻撃に対し、将来にわたって適切に対処する能力を獲得し、自衛隊の任務遂行
を保障できる態勢を確立するとともに、防衛産業のサイバー防衛を下支えできる態勢を構築。

リスク管理枠組み(ＲＭＦ)の実施(２７７億円)
○ 一過性の「リスク排除」から継続的な「リスク管理」へ考え方を転換し、情報システムの運用開始後も

常時継続的にリスクを分析・評価し、必要なセキュリティ対策を実施 ※ RMF：リスクマネジメントフレームワーク

情報システムの防護
○ サイバー領域における意思決定支援システムの整備(４１億円)

サイバー攻撃等対処に係る状況把握・対処等をより迅速かつ的確に行うため、
ＡＩを活用した支援システムを整備

サイバー分野における教育・研究機能の強化
○ 陸上自衛隊高等工科学校システム・サイバー専修コース等に必要な器材等の整備(１億円)

部隊の中核となり得る優秀な人材の確保・輩出のため、サイバー領域の教育の内容・体制を強化

リスク管理枠組み(イメージ)

【電磁波領域における能力強化】

➢ 陸・海・空、宇宙、サイバー領域に至るまで、電磁波の活用範囲や用途が拡大し、電磁波領域は現在の戦闘
様相における攻防の最前線。電磁波領域における優勢の確保は喫緊の課題。

通信・レーダー妨害能力の強化
相手の通信機器等が発する電波を電子妨害し、相手の通信や索敵の能力を低減または無効化する能力を強化
○ ネットワーク電子戦システム(ＮＥＷＳ)(改)の開発(４７億円)

現有装備品から電波妨害能力を向上させるための開発

電子戦支援能力の強化
電子妨害や電子防護に必要となる、電磁波に関する情報を収集する能力を強化
○ 電波情報収集機(ＲＣ－２)の取得(１機：４５７億円)

小型無人機等への対処
高出力レーザーや高出力マイクロ波といった指向性エネルギー技術の研究等を推進
○ 艦載用レーザーシステムの研究(１８３億円)

洋上の環境に適応し、多数飛来する小型無人機の新たな脅威に
対応可能な、艦載型の高出力レーザーシステムを研究 艦載用レーザーシステムの研究

電波情報収集機(ＲＣ－２)
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○ 機動的に侵攻部隊対処を行うため、ベース車体をファミリー化した共通戦術装輪車を取得
・ ２４式装輪装甲戦闘車(１８両：２２０億円)
・ ２４式機動１２０ｍｍ迫撃砲(８両：８５億円)
・ 共通戦術装輪車(偵察戦闘型)(６両：９１億円)

○ １６式機動戦闘車(１５両：１５４億円)

○ 新型ＦＦＭの建造(３隻：３，１４８億円)
長射程ミサイルの搭載や対潜戦機能の強化等、各種海上作戦能力の

向上と省人化したＦＦＭ(護衛艦)(４，８００トン)を建造

○ 潜水艦の建造(１隻：１，１４０億円)

○ 固定翼哨戒機(Ｐ－１)の取得(２機：８４８億円)

○ 回転翼哨戒機(ＳＨ－６０Ｌ)の取得(２機：２９３億円)

○ 救難飛行艇(ＵＳ－２)の取得(１機：２１８億円)

○ 戦闘機(Ｆ－３５Ａ)の取得(８機：１，３８７億円)

○ 戦闘機(Ｆ－３５Ｂ)の取得(３機：６６５億円)

○ 戦闘機(Ｆ－２)の能力向上(８機：１３０億円)

○ 次期初等練習機(Ｔ－６)及び地上教育器材の取得(６６億円)
最先端の戦闘機等のパイロットを効率的・効果的に育成するため、教育システム

として一体的に運用すべく、次期初等練習機及び地上教育器材を取得
※機体２機、地上教育器材の調達経費及びその他の関連経費を計上

戦闘機(Ｆ－３５Ａ) 戦闘機(Ｆ－３５Ｂ)

24式装輪装甲戦闘車
〔歩兵戦闘型の共通戦術装輪車〕

24式機動120㎜迫撃砲
〔機動迫撃砲型の共通戦術装輪車〕

共通戦術装輪車
(偵察戦闘型)(イメージ)

新型ＦＦＭ(イメージ)

救難飛行艇
(ＵＳ－２)

回転翼哨戒機
(ＳＨ－６０Ｌ)

【陸海空領域における能力】 約１兆１，３８５億円(他分野を除くと約１兆１，３８５億円)

「たいげい」型潜水艦
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指揮統制・情報関連機能 約８，３６８億円(他分野を除くと約３，８５２億円)

➢ 迅速・確実な指揮統制を行うためには、抗たん性のあるネットワークにより、リアルタイムに情報共有を行
う能力が必要。

➢ 我が国周辺における軍事動向等を常時継続的に把握するとともに、ウクライナ侵略でも見られたような認知
領域を含む情報戦等にも対応できるよう情報機能を抜本的に強化し、隙のない情報収集態勢を構築する必要。

指揮統制機能の強化等
○ 次世代ＪＡＤＧＥ(仮称)の整備(１１９億円)

統合防空ミサイル防衛における指揮統制の要であるＪＡＤＧＥの大規模換装を行い、端末のモバイル化等
を通じ防空指令所（ＤＣ）以外からでも指揮統制を可能とすることで抗たん性を強化させるとともに、
ＨＧＶ(極超音速滑空兵器)などの新たな脅威への対処能力を向上させた、次世代ＪＡＤＧＥ(仮称)を整備

○ 陸自ＡＩ基盤の整備(２９億円)
より迅速かつ的確な情報・統制のため、陸自クローズ系クラウドに

ＡＩを活用するための基盤を整備

○ 防衛省クラウド(仮称)基盤の整備(９７０億円)
情報共有機能を強化し、各自衛隊の一元的な指揮統制を

可能とする防衛省クラウド(仮称)を整備

○ 光電融合技術によるＡＰＮの整備(８億円)
光電融合技術を利用した、大容量・低消費電力・低遅延を

実現可能なＡＰＮを活用した防衛情報通信基盤の整備
※ ＡＰＮ：All-Photonics Network

情報収集・分析等機能の強化
○ 防衛駐在官の拡充(各１名)

新規派遣：フィジー(３等海佐)、ブルネイ(３等海佐)
増 員：フィリピン(２等陸佐)、フランス(３等陸佐)

ＡＰＮの整備（イメージ）

防衛省クラウド(仮称)基盤の整備(イメージ)
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機動展開能力・国民保護 約４，５４５億円(他分野を除くと約４，５４５億円)

➢ 我が国の地理的特性を踏まえると、部隊を迅速に機動展開する能力を構築するとともに、それを可能にする
基盤の整備が必要。また、各種輸送アセットの取得等により輸送力を強化。

機動展開輸送アセットの取得の推進
○ 空中給油・輸送機(ＫＣ－４６Ａ)の取得(４機：２，２３１億円)

南西地域等の広大な空域において戦闘機等が粘り強く戦闘を継続するために
必要な空中給油・輸送機を取得

○ 各種輸送船舶の取得【再掲】
本土と島嶼部間の輸送を実施可能な中型級船舶、水深の浅い島嶼部の港湾にも輸送を実施可能な小型級

船舶、小型級船舶では接岸できない島嶼への輸送を実施可能な機動舟艇を取得
・ 中型級船舶(１隻：８０億円)
・ 小型級船舶(１隻：６４億円)
・ 機動舟艇 (１隻：５８億円)

○ 多用途ヘリコプター(ＵＨ－２)(１６機：５２９億円)

民間海上輸送力の活用事業等
○ 民間輸送力活用事業(４隻：３９６億円)【再掲】

南西地域の島嶼部へ部隊等を輸送する海上輸送力を補完するため、車両及びコンテナの大量輸送に特化
した民間船舶を確保（ＰＦＩ方式）

空中給油・輸送機
(ＫＣ－４６Ａ)

中型級船舶 機動舟艇
(イメージ)

小型級船舶

ＵＨ－２
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持続性・強靱性

➢ 自衛隊の運用を円滑にするため、弾薬・燃料の確保、可動数の向上(部品不足の解消等)、施設の強靱化(部隊
新編などに伴う施設整備等)、運用基盤の強化(製造体制の強化等)を図ることが重要。

○ 各種弾薬・誘導弾の整備
中距離多目的誘導弾、２３式艦対空誘導弾、２３式空対艦誘導弾、中距離空対空ミサイル

(ＡＩＭ－１２０)、中距離空対空ミサイル(ＡＡＭ－４Ｂ) 等

○ 予備装備品の維持 (７億円)(保管設備の設置経費含む。)
継戦能力を強化するため、部隊改編等で使用しなくなった装備品のうち、

まだ能力発揮し得る装備品について、管理コストを抑制しつつ長期保管を行い、
必要に応じ部隊に補充（令和７年度：７４式戦車、９０式戦車、多連装ロケット
システム自走発射機(ＭＬＲＳ)の保管を開始)

○ 既存施設の更新(２，６９４億円)、主要司令部等の地下化等(８７４億円)

○ 火薬庫の整備(３３６億円)
各種弾薬の取得に連動して必要となる火薬庫等を整備

○ 部隊新編及び新規装備品導入などに伴う施設整備等(２，９５６億円)
・ 陸上自衛隊：陸上自衛隊システム通信・サイバー学校の施設整備(１３２億円)
・ 海上自衛隊：佐世保(崎辺東地区)に係る施設整備(２５５億円)
・ 航空自衛隊：北大東島への移動式警戒管制レーダー等の受入施設整備(６０億円)
・ 呉地区における多機能な複合防衛拠点の整備(５億円)

○ 新たなドローン対処器材の導入(３０億円)
基地警備能力を高めるべく、違法ドローンの探知・識別・対処

を可能とする新たな、より能力の高いドローン対処器材を整備

【弾薬の確保】 約７，６７５億円(他分野を除くと約２，８７６億円)

【装備品等の維持整備】 約２兆２，２４７億円(他分野を除くと約１兆７，６９６億円)

【施設の強靱化】 約６，９８３億円(他分野を除くと約６，９５３億円)

崎辺東地区(イメージ)

移動式警戒管制レーダ－
受入施設(イメージ)

予備装備品の維持
(いわゆる「モスボール」)

ドローン対処器材(イメージ) 23
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防衛生産基盤の強化 約９９６億円（他分野を除くと約９６４億円）

➢ 防衛産業は、いわば我が国の防衛力そのものであり、防衛力整備の一環として、その維持・強化を推進し、
力強く持続可能な防衛産業を構築するため、抜本的な取組を実施するとともに、防衛産業を取り巻く様々な
リスクへの対処を強化。同時に、防衛産業の販路の拡大等に向けた取組を推進。

防衛装備品の生産基盤強化のための体制整備事業(２５６億円)
国内の防衛生産・技術基盤を維持・強化する観点から、防衛装備品の安定的な調達に

関する様々なリスクに対応した企業の体制を、防衛生産基盤強化法に基づく基盤強化措
置として整備するための事業を実施

○ 供給網強靱化(６億円)
供給源の多様化や、安定調達が可能な部品への切替えのための研究開発等、

サプライチェーンリスクへの対応を実施

○ 製造工程効率化(２０５億円)
自動制御ロボット・ＤＸやＡＩ技術等の先進技術導入による防衛装備品製造

工程等の効率化を実施

○ サイバーセキュリティ強化(１億円)
「防衛産業サイバーセキュリティ基準」への適合を、防衛省と直接契約関係に
ある企業の部門のみならず、サプライヤーにおいても促進

○ 事業承継等(４３億円)
防衛事業からの撤退に際し、円滑な事業承継等を促進

防衛装備移転円滑化のための基金に充てる補助金(４００億円)
装備移転を安全保障上の観点から適切なものとするため、防衛大臣の求めに

応じ、企業が移転対象装備品の仕様及び性能の調整に必要な資金を基金から助成

技術系研究職の人材確保(０．３億円)
優秀な人材を早期に確保するため、自衛隊奨学生制度※を活用。
※将来自衛隊で勤務する意思のある学生等に対し、学資金を貸与する制度
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防衛イノベーションや画期的な装備品等を生み出す機能の抜本的強化
○ 安全保障技術研究推進制度(１１４億円)

大学等における革新的・萌芽的な技術についての基礎研究を公募する安全保障技術研究推進制度を推進
より応募しやすい制度となるように、これまでの委託費に加え補助金を新設(うち１０億円)。

○ ブレークスルー研究(２０１億円)
チャレンジングな目標にリスクを取って果敢に挑戦し、将来の戦い方を大きく変える機能・技術をスピー

ド重視で創出していくブレークスルー研究を実施

○ 先進技術の橋渡し研究(１７５億円)
民生分野や政府の科学技術投資で得られた研究の成果等の中から、革新的な装備品の研究開発に資する

有望な先進技術を育成し、防衛用途に取り込むための先進技術の橋渡し研究を強力に推進

スタンド・オフ防衛能力
○ 水中発射型垂直発射装置の研究(２９７億円)

発射プラットフォームの更なる多様化及び水中優勢獲得のため、
潜水艦に搭載可能な垂直誘導弾発射システム(ＶＬＳ)を研究

○ 極超音速誘導弾の開発(５８５億円)

ドローン・スウォーム攻撃等対処能力（統合防空ミサイル防衛能力）
○ 高出力マイクロ波(ＨＰＭ)に関する研究(８億円)

ＨＰＭを照射してドローン等を無力化する技術の研究を継続する
とともに、部隊での機能実証を目指し、システム連接機能等の付加を実施

※ ＨＰＭ： High Power Microwave

研究開発 約６，３８７億円(他分野を除くと約２，１８９億円)

➢ 将来の戦い方に直結する装備技術分野に集中的に投資するとともに、研究開発プロセスに新しい手法を取り
込むことで、研究開発に要する期間を大幅に短縮し、将来の戦いにおいて実効的に対処する能力を早期に実現

また、民生分野の先端技術を幅広く取り込むととともに、関係府省のプロジェクトとの連携などにより、将
来の新たな戦い方を創出する防衛イノベーションを実現。

水中発射型垂直発射装置の
研究(イメージ)
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無人アセット防衛能力
○ 無人機用ネットワーク戦闘システムの研究(３８億円) 

無人機と戦闘機及び無人機間の高度な連携のため、その中核となる
データリンク等、無人機用のネットワーク戦闘システムに必要な技術
を研究

○ ＵＧＶシステムに関する研究(１４億円) 
隊員の行動と連携・協調して、陸上部隊の一連の任務を支援するＵＧＶ

の制御システムやシステムインテグレーションについて研究
※ ＵＧＶ：Unmanned Ground Vehicle(陸上無人機)

次期戦闘機
○ 次期戦闘機の開発(１，０８７億円)【再掲】

日英伊共同開発を推進するため、必要な資金をＧＩＧＯに
拠出し、機体及びエンジンの共同設計等を実施。また、開発
に必要な各種試験を行うために必要な準備等を実施

○ 次期中距離空対空誘導弾の開発(５９億円)
経空脅威に有効に対処するため、次期戦闘機に搭載する

次期中距離空対空誘導弾の開発を継続。
(性能確認試験に係る経費を計上)

無人機用ネットワーク戦闘システムの研究
(イメージ)

ＵＧＶシステムに関する研究
(イメージ)

次期戦闘機の開発
(イメージ)

次期中距離空対空誘導弾
(イメージ)
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令和7年度予算 ～主な事業～
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【衛生機能の強化】
○ 血液の自律的確保

自衛隊において血液製剤を自律的に確保・備蓄するための資器材等を整備。
・ 血小板温存型白血球除去フィルターを含めた血液製剤の関連器材等の整備(８億円)
・ 血液管理を含めた統合衛生情報システムの整備(５２億円）

○ 第一線救護能力等の強化
第一線で負傷した隊員の救命率を向上させるため、傷病者に対する現地での

救護や緊急外科手術などの対処能力を強化。
・ 野外手術システムの整備(３億円)
・ 新野外手術システムの参考器材の取得(９億円)

○ 自衛隊病院の機能強化
負傷した隊員の主要な後送先として想定される福岡病院及び横須賀病院について、

老朽化施設の建替えに併せて機能強化を推進。
・ 自衛隊福岡病院建替のための本体工事(１６５億円)
・ 自衛隊横須賀病院建替のための本体工事(６９億円)

野外手術システム

○ 「防衛省女性・平和・安全保障(ＷＰＳ)推進計画」に基づき、ＷＰＳを強力に推進するため、
シンポジウムの開催及びジェンダー・アドバイザー候補者を諸外国の課程へ参加させる等、
各種取組を推進(０．９億円)

【女性・平和・安全保障(ＷＰＳ)の推進】※ Women,Peace and Security

人道支援・災害救援分野における
自衛官によるＷＰＳセミナーの実施(ラオス)

建替え後の横須賀病院のイメージ図



○ 補給本部(仮称)への改編
補給統制本部を改編し、各補給処を一元的に運用する

ことで後方支援体制を強化

○ 後方支援学校(仮称)の新編
武器学校、需品学校、輸送学校を統合し、「後方支援

学校(仮称)」を新編

陸上自衛隊

海上自衛隊

○ 水上艦隊(仮称)の新編
護衛艦隊、掃海隊群等の水上艦艇部隊を一元的に指揮監督

する体制を整備するため、「水上艦隊(仮称)」を新編

○ 情報作戦集団(仮称)の新編
認知領域を含む情報戦への対応能力を強化し、迅速な意思

決定が可能な態勢を構築するため、情報に関する諸機能・能
力を有する海上自衛隊の部隊を整理・集約し、「情報作戦集
団(仮称)」を新編

28

航空自衛隊

○ 宇宙作戦団(仮称)の新編【再掲】
航空宇宙自衛隊への改称も見据え、宇宙空間の監視や

対処任務を目的として、将官(将補)を指揮官とする
「宇宙作戦団(仮称)」を新編

令和7年度予算 ～主な編成～



○ 防衛監察本部の改編
従来、防衛監察本部はこれまで７個監察班体制で

監察を実施してきたところ、防衛関係費の増額に伴
い、防衛関係費の適正な執行の確保が不可欠であり、
契約行為の適正性を確保するため、１個班を新設し
監察体制を強化

情報保全の強化

○ 自衛隊の部隊の実情を踏まえつつ情報保全を徹底するため、内局の審議官級を責任者とする体制や適性
評価を適切に実施する体制を確立

○ 情報保全体制を強化するため、「大臣官房参事官」を新設

○ 情報保全業務の効率化及び実効性確保に係る調査研究(０．８億円)
適性評価の申請・登録や保全区画への入退室等を一元管理する総合的なシステムを導入するための調査

研究

➢ 政策の立案や自衛隊の運用に必要となる秘密情報の厳格な管理・運用は大前提。
➢ 特定秘密の厳格な管理をはじめ、情報保全の徹底は、今後、同盟国・同志国等との防衛協力を強化していく

上で、重要な基盤であり、防衛省全体の情報保全体制の抜本的強化は必要不可欠。

監察体制の強化
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防衛力整備計画を着実に実施するために必要となる事務官等を確保（新規増員328人（純増107人））

＜主な要求の内容＞

30

防衛力整備計画の

該当項目
計画の区分 新規増員数 具体例

Ⅱ．自衛隊の能力等に

関する主要事業

２．統合防空ミサイル防衛能力 1人 統合防空ミサイル防衛能力向上の推進に係る体制強化

４．領域横断作戦能力 53人
宇宙領域把握及び事業推進に係る態勢強化

サイバー安全保障分野に係る体制強化

５．指揮統制・情報関連機能 56人
情報戦対応機能の強化

人的保全体制の強化

６．機動展開能力・国民保護 8人 公共インフラ整備事業の体制強化

７．持続性・強靭性 83人 自衛隊施設の強靱化を着実に進めるための体制強化

Ⅳ．日米同盟の強化

１．日米防衛協力の強化 5人 防衛・風力発電調整法の施行に係る体制強化

２．在日米軍の駐留を支えるための

施策の着実な実施
5人 ＰＣＢ廃棄物の適正処理の取組に向けた体制強化

Ⅴ．同志国等との連携 3人
フィリピンとの防衛協力・交流及び日米比・日米豪比の
防衛協力の体制強化

Ⅵ．防衛力を支える要素 4人
自衛隊訓練等に伴い必要となる制限水域の新規設定等に
必要な体制強化

Ⅸ．いわば防衛力そのものとしての防衛生産・技術基盤 55人
ＧＰＩの日米共同開発の体制強化

経済安全保障に係る体制強化

Ⅹ．防衛力の中核である

自衛隊員の能力を発揮

するための基盤の強化

１．人的基盤の強化 2人 新たな勤務時間管理システムの導入に伴う体制強化

２．衛生機能の変革 30人 戦傷医療対処能力向上に必要な体制強化

計 328人 (注)ワークライフバランス推進のための定員23人を含む。

令和7年度予算 ～機構・定員要求～



31」

○ 防衛力強化に係る財源確保のための税制措置

・ 法人税について、令和８年４月より、法人税額から500万円を控除した上で、税率４％の付加税を課す。

・ 所得税について、令和５年度税制改正大綱等の基本的方向性を踏まえつつ、引き続き検討する。

・ たばこ税について、令和８年４月より加熱式たばこの課税の適正化を、令和９年４月より税率引上げを、
段階的に実施する。

○ ＡＣＳＡに基づく免税軽油の提供時における課税免除の特例措置の拡充【軽油引取税】

・ 自衛隊が自らの船舶の動力源等に供する軽油は、令和９年３月３１日までの特例措置として、調達の際、
軽油引取税が免除されているが、当該免税軽油を第三者に譲渡する場合には、自衛隊に軽油引取税が課税
される(みなす課税)。

・ 現在、豪、英、仏、加、印、独とのＡＣＳＡの下での免税軽油の提供については、当該みなす課税の免除
のための特例措置が講じられているところ。

・ 今後、令和６年１１月２５日に署名に至った日伊ＡＣＳＡが発効した場合には、自衛隊とイタリア軍との
協力を円滑に実施するため、当該ＡＣＳＡの下での免税軽油の提供についても課税免除の特例措置を適用。

○ 部隊間協力円滑化協定(ＲＡＡ)に基づく課税免除措置の拡充(共同要望：外務省)【複数税目】

・ 現在、日豪ＲＡＡ実施のための措置として、①訪問部隊による公用品の輸入に係る関税及び内国消費税
のほか、②訪問部隊が公用に供する軽油に係る軽油引取税、公用車両に係る自動車税・軽自動車税等が
免除されているところ。

・ 現在交渉中の日仏ＲＡＡにおいても、日豪ＲＡＡと同様の規定が盛り込まれる可能性があり、同協定に
ついては、令和６年度中に署名に至る可能性もあることから、課税免除措置を仏軍へ拡充。

令和7年度予算 ～税制改正～


